
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源 等

構 成 比
一般財源等
（ 税 等 ）

経 常 一 般
財 源 等

経 常 収 支
比 率

4,447,484 23.54 4,447,484 48.64 3,194,812 2,914,468 30.0

120,702 0.64 120,702 1.32 2,050,943 2,048,392 21.1
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 5,026 0.03 5,026 0.05 839,456 835,313 8.6

14,694 1,301 11,417 46,504 0.25 46,504 0.51 1,719,866 1,719,866 17.7

16,266 7.9% 69.0% 48,622 0.26 48,622 0.53 1,662,283 1,662,283 17.1
1,461 12,374 832,626 4.41 832,626 9.11 55,361 55,361 0.6
8.1% 68.9% 5,860 0.03 5,860 0.06 2,222 2,222 0.0

56,603 0.30 56,603 0.62 5,754,134 5,469,647 56.3

45,041 0.24 45,041 0.49 1,389,378 987,688 10.2

4,246,528 22.48 3,485,830 38.12 40,180 26,608 0.3

3,485,830 18.45 3,485,830 38.12 1,470,000 989,998 10.2

760,698 4.03 276,380 226,506 2.3

9,854,996 52.18 9,094,298 99.45 1,413,995 1,360,060 14.0

5,495 0.03 5,495 0.06 463,428

93,975 0.50 8,834,001 千円

171,550 0.91 5,396 0.06

83,440 0.44 293,350 90.9 ％

4,611,208 24.41 54,420

26,202 0.14 26,202 0.29 293,350

1,701,221 9.01 43,197

3,904 0.02 1,926 0.02 238,258 96.6 ％

38,408 0.20 11,895

2,582 0.01

533,257 2.82

292,405 1.55 11,061 0.12

1,470,206 7.78

579,206 3.07

18,888,849 100.00 9,144,378 100.00 10,824,465

305,201 1,909,615 42.94 99.0 1,719,474 175,738 0.97 175,737

285,195 1,614,848 36.31 98.6 1,530,743 2,110,692 11.66 1,832,264

359,320 294,767 6.63 101.3 188,731 7,792,625 43.06 3,467,550

294,333 2,066,845 46.47 96.8 2,053,777 1,796,083 9.92 1,107,546

304,931 145,779 3.28 101.2 135,656 5,000 0.03 5,000

324,115 7.29 109.7 323,279 782,059 4.32 169,420

354,740 1.96 142,317

1,567,707 8.66 721,772

1,130 0.02 495,530 2.74 432,474

1,130 0.02 皆増 1,217,008 6.72 1,050,519

1,801,823 9.96 1,719,866

(千円) 155,626

(千円) 365,251 4,447,484 100.00 98.7 4,232,186 18,099,005 100.00 10,824,465

(世帯) 5,043

(人) 7,784 現年課税分 滞納繰越分 合 計

(円) 165,011

(円) 106,905

(円) 388,040

合 計 99.4% 27.5% 96.9%

※歳入の地方消費税交付金のうち、社会保障財源交付金分460,872千円については、民生費の「社会福祉」分野で生活保護事業に170,000千円、「社会保険」分野で介護保険特別会計繰出金に260,000
千円、衛生費の「保健衛生」分野で定期予防接種等事業に30,872千円を充てている。

95.8%

固 定 資 産 税 1.40/100

98.0%
被保険者一人当り保険税調定額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用
法 人 分

均 等 割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：8.4/100

市 町 村 民 税

個 人 分
均 等 割：3,500円
所 得 割：標準税率に対する比率　1.0

市町村民税 99.5% 28.9%

固定資産税 99.3% 28.0%

下 水 道 事 業 有 12,685 287,479 4
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

6
加 入 世 帯 数

適 用 税 率 の 状 況
徴 収 率 の 状 況

被 保 険 者 数 区 分

収 支 額 旧 法 に よ る 税

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 合 計 76,735 合 計
後 期 高 齢 者
医 療 事 業

無 10,381 717,561 2 国

保

会

計

の

状

況

競 輪 事 業 無 118,423

平成33年4月1日 371,450
水利地益税等 諸 支 出 金

法 定 外 目 的 税 前年度繰上充用金
介護保険事業 無 341,567 669,884 10 議 会 議 員

議 会 副 議 長 平成33年4月1日 396,150
事 業 所 税 災 害 復 旧 費

都 市 計 画 税 公 債 費

消 防 費

入 湯 税 教 育 費

国 民 健 康
保 険 事 業

無 155,626 365,251 8

土 木 費

水 道 事 業 有 133,155 840 14 議 会 議 長 平成33年4月1日 448,400
法 定 目 的 税

農 林 水 産 業 費

教 育 長 平成28年4月1日 661,000
特別土地保有税 商 工 費

法 定 外 普 通 税

軽 自 動 車 税 7,134 労 働 費

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法 適
の

有 無
収 支 額

普 通 会 計
からの繰入

職 員 数

市 た ば こ 税

合 計 362 110,385
収 入 役 － －

法 人 分 69,601 民 生 費

教 育 公 務 員 9 2,649 固 定 資 産 税 衛 生 費

うち技能労務職 25 8,983
副 市 長 平成33年4月1日 562,400

市 町 村 民 税107,736
市 長 平成33年4月1日 440,000

69,601 議 会 費

うち消防職員 41 11,693 個 人 分 総 務 費

一 般 職 員 353

基準税額
× 100/75

超過課税分
収入額

区   分 決 算 額 構 成 比 一般財源等適用開始年月日
一 人 当 た り 平 均
給料(報酬)月額(円)

区 分 決 算 額構成比増 減 率

100.00

一 般 職 員 等 特 別 職 等 市　　税　　の　　状　　況　　　（単位：千円・％） 目 的 別 歳 出 の 状 況　　（単位：千円・％）

区 分 職 員 数
令 和 4 年 4 月
給料月額(千円)

一人当たり平均
給料月額(円)

区 分

債務負担行 為額 973,408
うち減収補てん債特例分

合 計 合 計 18,099,005
10

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J) △ 15,934 515,504

うち臨時財政対策債
収益事業収 入額 50,000

地 方 債 失業対策事業費
9 積 立 金 取 崩 額 (I) 422,000

諸 収 入 災害復旧事業費
地 方 債 現 在 高 16,341,164

繰 越 金 受 託 事 業 費
8 繰 上 償 還 金 (H) 99,814

寄 付 金 県営事業負担金 54,923 0.30
後期高齢者医療 繰 入 金 同級他団体施行事業負担金

4.02

7 積 立 金 (G) 175,000 251,832 積 立 金 現 在 高 711,981
市町村税滞納整理

公債費負担 比率 14.8
し尿処理関係 県 支 出 金 補 助 1,152,291
那賀川湛水防除 財 産 収 入 単 独 727,561

6 単 年 度 収 支 (F) 131,252 263,672

0.48 減収補てん債特例分及び
臨時財政対策債を除いた
場合の経常収支比率

国有提供施設等所在市町村助成交付金 普通建設事業費 1,934,775 10.69

6.37

実 質 収 支 比 率 6.3 一部事務組合加入状況
国 庫 支 出 金 う ち 人 件 費 86,265

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E) 325,867 589,539

経常収支比率

手 数 料 投 資 的 経 費 1,934,775 10.69
財 政 力 指 数 0.57

使 用 料 前年度繰上充用金
4

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 207,390 200,305

2.57 経常一般財源等計
平成5年指定 分担金・負担金 投資・出資・貸付金 203,000 1.12

標 準 財 政 規 模 9,356,853
東部地方拠点都市地域 交通安全対策特別交付金 積 立 金 464,844

3
歳 入 歳 出 差 引 額

(A)-(B)
(C) 533,257 789,844

1.65

一 般 財 源 計 繰 出 金 1,752,696 9.68
基準財政需 要額 7,714,732

昭和46年指定 特 別 交 付 税 うち一部事務組合 297,980
2 歳 出 総 額 (B) 20,083,143 18,099,005

0.32
新産業都市 普 通 交 付 税 補 助 費 等 2,230,690 12.32

基準財政収 入額 4,194,157
地 方 交 付 税 維 持 補 修 費 57,213

1 歳 入 総 額 (A) 20,616,400 18,888,849

指定団体等の指定状況
法人事業税交付金 義 務 的 経 費 計 9,358,836 51.71

地方特例交付金 物 件 費 2,096,951 11.59

23.0% 自動車税環境性能割交付金 一時借入金利子 2,222 0.01

区 分
令和２年度

（単位：千円）
令和３年度

（単位：千円）
区 分 指 数 等

（単位:千円・％）

地方消費税交付金 元利償還金利子 55,361 0.31

住民基本台帳人口 平成34年1月1日 36,391人 平成33年1月1日 36,897人 国 調

株式等譲渡所得割交付金 元利償還金元金 1,744,240 9.64

増 減 率 △6.72% 27 年 4,127

平 成 27 年 38,755 45.37 854 国 調 23.1%

2 年 3,826 配 当 割 交 付 金 公 債 費 1,801,823 9.96

第 二 次 利 子 割 交 付 金 扶 助 費 4,147,668 22.92

国
調

令 和 2 年 36,149 45.37 797

18.83

地 方 譲 与 税 う ち 職 員 給 2,207,162 12.19

人 口 （ 人 ） 面 積 ( ｋ ㎡ ) 人口密度 産

業

構

造

区 分

区 分 区 分 決 算 額 構成比

市 町 村 類 型 Ｉ － １ 種 地 区 分 Ｉ － ２
地 方 税

普 通 会 計

令 和 ３ 年 度
決 算 状 況

県 名 徳 島 県 市 町 村 名 小 松 島 市
歳　入　の　状　況　　（単位：千円・％） 性　質　別　歳　出　の　状　況　　（単位：千円・％）

人 件 費 3,409,345


